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第 節 経営管理
（ガバナンス）態勢
1

　　　　　

　経営管理（ガバナンス）態勢－基本的要素－は、系統金融検査マニュアル本文冒頭

に、検査官のチェックリストとして、「経営管理（ガバナンス）態勢－基本的要素－ 

の確認検査用チェックリスト」（以下、本章では「経営管理態勢チェックリスト」と

いいます）が掲載されています。

　まず、経営管理態勢チェックリストの構成は、以下のとおりです。

　　　

【検証ポイント】
Ⅰ．代表理事、理事および理事会による経営管理（ガバナンス）態勢の整備・確
立状況

Ⅱ．内部監査態勢の整備・確立状況
Ⅲ．監事・監事会による監査態勢の整備・確立状況
Ⅳ．外部監査態勢の整備・確立

　続いて、金融円滑化編チェックリストおよびリスク管理態勢の確認検査用チェック

リストのリスクカテゴリーは、以下のとおりです。

　　　

Ⅰ．経営陣によるリスク管理態勢の整備・確立状況
【検証ポイント】
Ⅱ．管理（責任）者によるリスク管理態勢の整備・確立状況
【検証ポイント】
Ⅲ．個別の問題点
【検証ポイント】
（注）�　【検証ポイント】とは、検査官が検証するリスク管理態勢が的確に行われているかどうかという�

確認事項をいいます。

1 確認検査用チェックリストの構成
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①「受取書」の発行

　職員が組合員や利用者の自宅を訪問し、定期積金の掛金以外の現金・通帳等を預か

る場合には、「受取書」を交付するものとします。

　また、「受取書」は、後日、職員が組合員や利用者へ通帳等を返却するときには回

収することになりますから、組合員や利用者に対しては「受取書」を大切に保管して

おくよう依頼しておくことになります。

　なお、職員はいかなる場合でも、組合員や利用者から印鑑（印章）を預からないよ

うにします。

②「定期積金掛込専用受取書」の発行

　職員が組合員や利用者の自宅を訪問し、定期積金の掛金を預かる場合には、「定期積

金掛込専用受取書」を交付します。

　ただし、定期積金契約時（１回目の掛金集金時）に限り、「受取書」を交付するこ

とになります。

③代筆の禁止

　職員が代筆を行うことは、原則として禁止します。

（3）【検証ポイント】の③
　　　

　　　　　　　　
③　検査官は、①代表理事、理事および理事会により経営管理（ガバナンス）
態勢、②内部監査態勢、③監事による監査態勢、④外部監査態勢の基本的要
素がその機能を実効的に発揮しているかという観点から、当該系統金融機関
の経営管理（ガバナンス）が全体として有効に機能しているか否か、経営陣
の役割と責任が適切に果たされているかについて、各チェック項目を活用し
て具体的に確認する。

①　内部監査態勢の整備・確立状況
　経営管理（ガバナンス）態勢－基本的要素－の確認検査用チェックリストの「Ⅱ.  

内部監査態勢の整備・確立状況」において、１. 理事会および理事会等による内部監

査態勢の整備・確立、２. 内部監査部門の役割・責任および３. 評価・改善活動が掲げ

られており、代表理事、理事および理事会の経営管理態勢と同様に重要視されている

のが内部監査態勢です。

【検証ポイント】
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　ではなぜ、内部監査は経営管理（ガバナンス）において重要視されているのでしょ

うか？　それは、金融庁が2019（令和元）年６月28日に発出した「金融機関の内部監

査の高度化に向けた現状と課題」によって重要性が再認識されたからです。この資料

には、金融庁が各金融機関との対話を通じて内部監査の全般的な水準について評価を

行ったとの記述があり、金融庁としてははじめて、各金融機関の内部監査の水準を段

階別に評価できるよう、次のとおり定義づけられました。

　　　

①　第１段階（Ver.1.0）：事務不備監査
⃝　内部監査部門に対する経営陣からの信頼度・期待度、経営陣による監査の理

解度が低く、規程の準拠性等の表層的な事後チェックといった限定的な役割に

留まっている段階。内部監査部門には、事務不備や規程違反等の発見を通じた

営業店への牽制機能を発揮する役割が求められている。

⃝　監査手法は、リスクベースではなく、監査部員の経験・勘に依存しており、

営業店の現物検査等を通じた指摘型監査が中心である。

⃝　人材について、内部監査部門として中長期的な方針はなく、通常の人事ロー

テーションによる人員配置がなされる。また、内部監査の品質評価は、未実施

または実施についても形式的である等、PDCAサイクルが確立されていない。

②　第２段階（Ver.2.0）：リスクベース監査
⃝　内部監査部門に対する経営陣からの信頼度・期待度、経営陣による監査の理

解度が徐々に高まり、第１段階の役割に加え、リスクアセスメントに基づき、

高リスク領域の業務プロセスに対する問題を提起する役割が求められている。

⃝　具体的には、内部環境や外部環境の状況を踏まえたリスクアセスメントを行

い、高リスク領域の業務プロセスにかかる整備状況や運用状況の検証、営業店

のみならず本部に対する監査や部署をまたいだテーマ監査の実施等が行われる

ようになる。

⃝　中長期的な視点で監査人材のポートフォリオ管理を行い、ビジネスに対する

専門性を意識した人員配置が行われるようになる。また、営業店等における管

理能力向上の観点で、執行部門から短期トレーニーとして受け入れる等、部分

的に内部監査部門を活用する動きがみられる。さらに、内部監査にかかる国際

基準（IIA基準）に基づく品質評価を実施する取組みがみられはじめる。
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③　第３段階（Ver.3.0）：経営監査
⃝　内部監査部門に対する経営陣からの信頼度・期待度、経営陣による監査の理

解度が更に高まり、内部監査部門を経営陣への有益な示唆をもたらす有用な部

門と捉えている。第２段階の役割に加え、組織体のガバナンス、リスク・マネ

ジメントおよびコントロールの各プロセスの有効性・妥当性を評価し、各々の

改善に向けた有益な示唆を積極的に提供する役割が求められている。内部監査

部門は、経営目線を持つとともに、よりフォワードルッキングな観点から経営

に資する保証を提供している。

⃝　具体的には、実質的に良質な金融サービスが提供されているかといった点に

重点を置いた監査、経営環境の変化や収益・リスク・自己資本のバランスに着

目した監査、経営戦略の遂行状況に対する監査も行われるようになる。これに

伴い、よりフォワードルッキングなリスクの識別が必要となる。また、ビジネ

スモデルやガバナンス等にかかる問題の根本原因の追及が行われるようになる。

さらに、グループ・グローバルで業務を展開する金融機関においては、国内外

の内部監査拠点との連携・報告連絡体制の見直しや監査手法の標準化等、グル

ープ・グローバルベースでの内部監査態勢の構築がなされるようになる。

⃝　経営監査のため、組織全体のビジネスや経営戦略を理解した人材が戦略的に

配置されるようになる。また、内部監査部門の地位向上や組織におけるキャリ

ア形成の観点から、若手職員、部門長候補または経営者候補を内部監査部門に

配属して経験を積ませたうえ、執行部門に管理職として戻す等のキャリアパス

の運用といった動きがみられる。さらに、IIA基準以外に、国際的にビジネス

展開する地域等において関連する規制やガイドライン等を踏まえた品質評価を

実施する等の取組みがみられはじめる。

⃝　経営監査のため、内部監査部門の独立性が強く意識され、取締役会への直接

的な職務上の指示・報告経路および内部監査部門の日々の業務を円滑に進める

ための最高経営責任者（CEO）への部門運営上の指示・報告経路を確保する等

の取組みがみられる。

⃝　経営陣が３つの防衛線の重要性を認識し、内部監査部門（第３線）が事業部

門（第１線）および管理部門（第２線）から独立した立場で保証を提供してい

る。
� ＜出所：金融庁『金融機関の内部監査の高度化に向けた現状と課題』2-（1）より抜粋＞
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　金融庁はこの資料のなかで「内部監査の評価については、各金融機関の内部監査部

門等との対話を通じて、内部監査の全般的な水準について評価を実施し、内部監査の

底上げや高度化に向けた課題を特定する」としています。特に内部監査が事後チェッ

ク型監査からフォワードルッキング型監査への転換（過去から未来へ）、準拠性監査

から経営監査への転換（形式から実質へ）および部分監査から全体監査への転換（部

分から全体へ）が図られること、かつ、それらを支える内部監査態勢の整備、三様監

査（内部監査、監査役等監査、外部監査）の連携が図られているか等を評価の目線と

しています。

●図表2-1-1　内部監査の水準（概念図）
　 第１段階（Ver.1.0）

（事務不備監査）
第２段階（Ver.2.0）
（リスクベース監査）

第３段階（Ver.3.0）
（経営監査）

役割
負担

事務不備、規程違反等の発
見を通じた営業店への牽制
機能の発揮

　　　　

リスクアセスメントに基づ
き、高リスク領域の業務プ
ロセスに対する問題を確認

内外の環境変化等に対応し
た経営に資する保証を提供

� ＜出所：金融庁『金融機関の内部監査の高度化に向けた現状と課題』＞

　各金融機関の内部監査の水準に係る2018事務年度（2018（平成30）年７月～2019（令

和元）年６月）のモニタリング結果では、それぞれ図表2-1-2のとおりに位置づけら

れています。

●図表2-1-2　金融機関の内部監査部門の位置づけ（概念図）
　 第１段階（Ver.1.0）

（事務不備監査）
第２段階（Ver.2.0）
（リスクベース監査）

第３段階（Ver.3.0）
（経営監査）

位置
づけ

　　　　

� ＜出所：金融庁『金融機関の内部監査の高度化に向けた現状と課題』＞

過去／形式／部分 未来／実質／全体

【経営陣からの信頼度・期待度】・
【経営陣による監査理解度】

大手金融機関
地域金融機関を含む
その他金融機関

【内部監査の成熟度】
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